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（１）第１号議案令和４年度大分県一般会計予算、第２号議案令和４年度大分県公債管理特別 
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予算特別委員会次第 
 

日 時：令和４年３月１０日（木）１０：００～ 

場 所：本会議場               

  

  

１ 開  会 

 

 

２ 歳入予算全般審査 

（１）予算説明 

（２）質疑・応答 

 

３ 歳出予算審査 

（１）議会事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局、 

監査委員事務局、会計管理局関係 

   ①質疑・応答 

（２）総務部関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

（３）企業局関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

 

 

４ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

木付委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。 

 本日以降の委員会は、昨日の委員会において

決定した運営要領及び審査日程により行います。

なお、審査にあたっては運営要領に従い、円滑

に運営できるよう御協力をお願いします。 

 この際、付託された予算議案を一括議題とし

これより歳入予算関係の審査に入りますが、説

明は、簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、歳入予算関係について、執行部の

説明を求めます。 

和田総務部長 第１号議案令和４年度大分県一

般会計予算のうち、歳入全般について説明しま

す。 

 別途配付している１枚紙の予算特別委員会資

料（歳入全般）を御覧ください。この表は、歳

入予算について款別に令和４年度当初予算案、

令和３年度当初予算額、増減額、増減率を表し

たものです。 

 左下の歳入合計欄の一つ右にあるように、当

初予算額は７，１７８億４，１００万円であり

その右の３年度当初予算額７，０２７億３，１

００万円と比べると１５１億１千万円の増、率

にして２．２％の増となります｡ 

  歳入予算の主な内容について、今御覧いただ

いている資料と分厚い資料の令和４年度予算に

関する説明書により説明します。 

 まず１枚紙の表の一番上、第１款県税につい

ては、 令和４年度当初予算案Ａにあるように１，

２９８億円で、その右の令和３年度当初予算額

Ｂと比較すると１５５億円、率にして１３．６ 

％の増となります。これは、法人二税や地方消

費税等が増収となることによるものです。 

 詳細については、分厚い令和４年度予算に関

する説明書の５ページをお願いします。 

 第１項県民税ですが、右肩にあるように３７

７億５，８９２万２千円を計上しています。 

 このうち第１目個人については、左から４列

目の比較欄にあるとおり１３億７３８万７千円

の増となっています。これは、新型コロナの影

響緩和に伴う給与所得の持ち直し等によるもの

です。 

 ７ページをお願いします。第２項事業税です

が、右肩にあるとおり２７８億７，１９６万１

千円を計上しています。このうち、表下の第２

目法人については７６億５，８４８万８千円の

増となっており、これは企業業績の改善等によ

るものです。 

 ９ページをお願いします。第３項地方消費税

については、右肩にあるとおり３５５億７，３

５５万２千円を計上しています。このうち、第

１目譲渡割は税率引上げに伴う増収分の平準化

等により２６億９，３６２万６千円の減となっ

ています。また、第２目貨物割については、輸

入取引を対象とするものですが、県内製油所の

再稼働に伴う原油輸入量の増加や原油価格の上

昇などにより７３億３，５７９万２千円の増と

なっています。 

 恐縮ですが、もう一度１枚紙の資料にお戻り

いただいて、上から二つ目の第２款地方消費税

清算金については５２４億１，７００万円を計

上しています。これは、地方財政計画における

全国ベースでの個人消費の動向などを踏まえ、

前年度と比べ１４億７，１００万円、率にして

２．９％の増を見込んでいます。 

 その下の第３款地方譲与税については、２２

２億４００万円、前年度に比べ６９億４００万

円の増となっています。これは、特別法人事業

譲与税が法人事業税と同様に、企業業績の改善

等に伴い増加することによるものです。 

 次に、第５款地方交付税１，７８４億円と表

の下から三つ目の地方交付税の振り替わりであ

る臨時財政対策債１０４億４千万円との合計は、

表の一番下に示していますが１，８８８億４千

万円となっており、前年度と比べ２３３億６，

３００万円の減となっています。これは地方税

等が大幅に増収となる見込みであることに伴っ

て減少するものです。 
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 表の中ほどになりますが、第９款国庫支出金

については１，３１１億２，１３３万３千円と

前年度と比べて５３億６，１５７万９千円の増

となっています。 

 主なものについては、分厚い予算説明書の５

５ページをお開きください。 

 ページ下にある、第２項国庫補助金第３目保

健環境費国庫補助金については、左から４列目

の比較欄にあるように５５億４，５５８万４千

円の増となっています。主なものとしては５８

ページの下から２番目、新型コロナウイルス感

染症緊急包括支援交付金を２１７億２，２３２

万７千円計上したことなどによるものです。 

 このほかの社会経済再活性化を図るための新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金についても、第１目総務費国庫補助金から第

９目教育費国庫補助金までの全ての目において

４７億６，２３３万６千円を計上しています。 

 ７６ページをお開きください。 

 第１０目災害復旧費国庫補助金は、令和２年

度７月豪雨災害の復旧工事の進捗に伴い、比較

欄にあるとおり３億６，４４７万円の減となっ

ています。 

 恐縮ですが、また１枚紙の資料に戻っていた

だき、ページ下の第１２款繰入金については１

９９億７，５８１万８千円と、前年度と比べて

７５億４， ０４５万２千円の増となっています。 

 詳細については恐縮ですが、また分厚い予算

説明書の９６ページをお開きください。 

 第２項基金繰入金第３目県有施設整備等基金

繰入金については５３億３，２２９万３千円と 

前年度と比べ４３億１，４３１万３千円の増と

なっています。これは、大分空港への海上アク

セス整備が本格化することなどによるものです。 

 その下の第４目おおいた元気創出基金繰入金

は１９億６，２３１万８千円の皆増となってい

ますが、これはスペースポートや観光誘客等を

推進するため、繰り入れることとしています。 

 ９７ページの上から二つ目の第１０目地域医

療介護総合確保基金繰入金については１３億３，

０８７万７千円の増となる２８億３，４０６万

１千円としています。これは、回復期医療提供

体制の充実のための施設整備が増加することに

よるものです。 

 再度１枚紙の資料にお戻りいただいて、最後

に第１５款県債についてですが７０６億７，４

００万円と、前年度と比べ２０５億７，１００

万円の減となります。これは、さきほど説明し

たように、臨時財政対策債が大幅に減少するこ

とによるものです。 

 以上をもって、令和４年度当初予算案の歳入

全般についての説明を終わります。なお、詳細

については御質問をいただき、私、若しくは関

係課長からお答えしますので、よろしくお願し

ます。   

木付委員長 以上で説明は終わりました。 

 この際、委員の皆様に申し上げます。これよ

り質疑に入りますが、本委員会での質疑は事前

に通告のあった委員を優先して指名します。 

 発言は、私から指名を受けた後、起立し、発

言願います。発言の際は、お手元のマイクを使

用してください。 

 質疑は付託された予算議案に対する内容にと

どめるとともに、説明資料名、ページ及び事業

名等を明らかにしてください。 

質疑の方法は、一人一括問答方式となってお

り、質疑は関連質疑も含め一人５分以内、再質

疑は２回までとなっていますので、要点を簡潔

にお願いします。 

 なお、関連質疑は関連した内容にとどめ、関

連以外の質疑に渡らないようにお願いします。 

 また、執行部に対し資料の要求等がある場合

は、質疑とあわせて要求していただくようお願

いします。 

 執行部の皆さんに申し上げます。 

 答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁

願います。 

事前の通告者が３名います。 

それでは、順次指名します。 

堤委員 今後の財政収支の見通し、これは開会

日に配付されたものですが、その内容について

少し聞きます。 

 この中で県税収入については、国の試算に基
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づいて計算していますが、今年のコロナの第６

波で、第７波とか第８波とか、これから継続し

てくると思われます。そのほか最近のウクライ

ナ、ロシア情勢で、原油高、また小麦等の値上

げ、食品の値上げとかが長期化するのではない

かと非常に危惧される状況がありますが、そう

いう中でこれらの問題が今後の経済成長も含め、

どのような状況になるのか。県税でも伸びると

いう方向がありますが、これを具体的に修正等

について検討されるかを伺います。 

髙木財政課長 財政収支見通しの県税の収入等

については、代表質問等でお答えしており、国

の社会経済というか、経済成長率等をベースに

機械的に算出しています。 

 堤委員御指摘のとおり、これから新型コロナ

や不安定な世界情勢など先行きが見通しにくい

中ではありますが、仮に景気が冷え込んだ場合

については、やはり県税の減収等が見込まれる

と思います。ただし、基本的には地方財政対策

の中で、県税収入が落ちたときは交付税等で措

置されると考えているので、その影響は限定的

なのではないかと思います。 

 それについては、国に対し、しっかりと一般

財源総額の確保を求めていきますが、仮に年度

途中で県税収入が大きく減少することがあると

思います。２年前の令和２年度、コロナの感染

で県税収入が急激に落ち込むことがありました。

その際は令和２年度と同様に減収補填債という

起債があるので、 そういうものを活用しながら、

しっかり歳入確保に努めていきます。 

堤委員 県税のそういう収入を交付税だとか補

填債等で対応していくと。全体的な見通しの中

での見込み、県税だけでいろんな指標も出てい

ますが、そういう視点というか、変化があると

思いますが、 具体的にどういう方向でいくのか、

県として考えがあれば教えてください。 

髙木財政課長 見通しについては、コロナだと

か、ウクライナ情勢等の原油高等の影響がどの

ように日本経済に打撃があるか、影響があるか

は、残念ながら、政府でも見通しが出ていない

状況だと思います。それは大分県、私たちも独

自で見通せるものではないので、当面は国の成

長率だったり、今の見通しで出していますが、

今後はさきほど申したとおり、急激な減税収入

については、その時々にしっかり対応し、収入

を確保していこうと考えています。 

堤委員 様々な課題によって、結局、県の収入

だけど、一方では税金とか、いろんな問題、県

民の負担というのも考えられるから、そういう

点は新たな県民負担にならないように。そうい

う見通しも含めて健全財政に頑張っておられま

すが、その方向でやっていただきたいと思いま

す。 

原田委員 まずもって今年度の予算編成、大変

お疲れ様でした。 例年のとおりだと思いますが、

本当に忙しい日々を過ごされたのではないかと

思います。 

 私、今回の予算書を見たとき、びっくりしま

した。県税収入は企業の業績回復などで法人二

税と地方消費税が伸びて１５５億円増、１３．

６％増となる過去最高の１，２９８億円と見込

んでいます。 

 開会日にあった知事の提案理由説明の中に、

本県経済は長引くコロナ禍で痛手を被っていま

す。さらに地域を支える中小企業、小規模事業

者の多くは、対人サービスを中心に業績回復が

遅れているとあるんですよね。それと、この県

税が最高額になったというのは、とても大きな

ギャップを感じます。多分多くの県民も同じよ

うにギャップを感じるのではないか思います。 

 全国の情勢を私なりに調べたら、やはり全国

的にも県税がアップしているところがたくさん

ありますね。新潟県なんて１４．８％アップに

なっていました。これは製造業中心にという言

葉が結構ついていましたが、例えば大分県内で

別府市は観光産業を基幹産業としているから落

ち込むのかなと思ったら、別府市でも７．３％

増なんですよね。ちょっと肌間隔で感じるもの

と違うので、その辺をどう部長は考えているの

か、ぜひ答弁をお願いしたいと思います。 

和田総務部長 コロナで落ち込んでいる経済の

実感と県税収入の状況が大きく乖離しているの

ではないかという御指摘かと思います。 

 まず法人関係税が、県も市町村も国も伸びて
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います。法人関係税、どういうところがたくさ

ん納めているかというと、やはり一つは製造業

あとは金融関係、それからＩＴ関係、こういっ

たところが恐らく法人関係税を多く納めている

ところかなと思っていて、そういった業種につ

いて言えば、製造業は半導体不足とあるがそこ

まで落ちていない、金融も特にリーマンショッ

クのときのように傷ついていない。ＩＴ業界は

むしろデジタル化で好調の波が来ているという

ことで、そういった業界が押し上げている一方

で、恐らくホテル業、旅館業、あるいは飲食業

が非常に落ち込んでいる面もあります。雇用と

いう意味では非常に大事な産業ですが、法人関

係税収という意味では恐らくシェアが小さいこ

ともあり、そこの落ち込みよりも、恐らくそれ

以外の業種の増が大きいので、結果的には法人

関係税が多いこととなり、何となく景気の実感

と異なる面があるのかなと思います。 

 もう一点は、本県独自の要因ですが、地方消

費税の貨物割について、製油所が止まっていま

したが、それが復帰したので、その分、貨物割

が増えたり、あるいは原油高もあって原油の輸

入額が増えることで消費税の貨物割が増えると

いった特殊要因もあって、結果として過去最大

の税収になっていると理解しています。 

原田委員 お話を聞いて分かりますが、なかな

か、すとんとまだ落ちないところがあります。

さきほど堤委員が言われた下振れリスク、やは

りこれを感じます。新潟県の担当者も、あえて

予算説明するときにそのことを付け加えて、こ

れからも注視していきたいとの言葉がありまし

た。 

 今、髙木財政課長からそういった県税収入が

落ちた場合の対応を聞いたので、ぜひともそこ

ら辺を注視して、また財政運営を進めていただ

きたいと思います。 

守永委員 一つお尋ねしたいのが、予算説明書

の１０ページ不動産取得税についてです。これ

も前年度予算から１億５９７万１千円増額する

予算案となっていますが、この算出方法は、ど

ういう形で行うものかをお示しいただきたい。 

 というのが、この歳出の根拠となるのが、大

分県独自に把握された何かのデータを基にして

いるのか、若しくは国から一律の考え方が示さ

れた中で計算式があるのか、その辺を知りたい

のと、国から指示された場合には、かなり大き

なずれが出てくる可能性があるのかなと、そう

いうことを心配しているので、その辺の状況を

教えてください。 

山口税務課長 不動産取得税の税収見込みにつ

いてお答えします。 

 不動産取得税の税収については、家屋を新た

に建築する場合などに課税される原資取得分と、

既存の土地や家屋を売買などで取得する場合に

課税される承継取得分に区分して見込んでいま

す。 

 まず原資取得分のうち、工場、商業施設など

の大規模な家屋については、建築計画を把握し

その用途、構造、延べ床面積などから税収を個

別に試算しています。また、一般の住宅など小

規模な家屋については、県内の新築家屋の着工

状況の推移などから税収を見込んでいます。 

 次に承継取得分については、同じく県内の所

有権移転登記件数の推移などを参考に税収を見

込んでいます。 

 委員から御指摘のあった令和４年度当初予算

が前年度に比べ１億５９７万１千円の増となっ

ているとのことですが、その主な要因は、令和

４年中に県内に大規模なホテルが新築される予

定があることによるものです。 

 このように、不動産取得税の税収は各種情報

を基に、県内の状況をきちんと把握した上で税

収を見込んでいます。 

守永委員 ありがとうございました。状況はよ

く分かりました。結局、建築計画そのものを情

報として捉えながらとのことで、皆さんが足で

稼いだところが多いのかなという印象を受けま

した。ホテル等もこのコロナの状況を踏まえ、

建築計画そのものが延期されるとか、途絶えて

しまうとか、そういうことがなければ見込みが

そう大きくぶれないことになるのかなと思いま

す。その辺は、今後の景気動向をいかに着実に

地域経済の循環を保つかになると思うので、ま

たその辺は関連部局とも情報交換をしながら、
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総務部長、なにとぞ大分県下の景気が好循環で

回るように取り組みいただきたいと思います。

よろしくお願いします。 

木付委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。ほかに御質疑のある方は、挙手をお願

いします。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

木付委員長 ほかに質疑もないので、これをも

って、 歳入予算関係に対する質疑を終わります。 

 なお、執行部が入れ替わりますので、しばら

く、そのままお待ちください。 

 

  〔執行部退室、議会事務局、人事委員会事

務局、労働委員会事務局、監査委員事務局、会

計管理局入室〕 

 

木付委員長 これより、議会事務局、人事委員

会事務局、労働委員会事務局、監査委員事務局

及び会計管理局関係予算の審査に入ります。 

 なお、これらの事務局関係予算については、 

説明を省略し、直ちに質疑に入ります。 

 執行部の皆さんに申し上げます。 

 答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願い

ます。 

 それでは、これより質疑に入ります。事前の

通告者が４名います。それでは、順次指名しま

す。 

堤委員 人事委員会に聞きます。昨年の人事委

員会勧告で、正規職員の期末手当の引下げ等の

勧告が行われ、２０２１年度と２０２２年度で

非正規も含めて１７億８，９００万円の減額が

行われる。その改定理由として、民間が低いか

らということですが、民間と単純に比較するこ

との手法にも問題があると思うし、また、働く

人そのものの賃金はどういった性格のものと考

えているのか、答弁を求めます。 

倉原公務員課長 給与が職員の生活維持を支え

る重要な勤務条件であることは十分に認識して

います。一方、地方公務員法では、職員の給与

については、生計費並びに国及び他の地方公共

団体の職員並びに民間事業の従業者の給与その

他の事情を考慮して定められなければならない

と規定されています。 

 このため人事委員会としては、地方公務員法

の趣旨にのっとり、人事院等と共同実施する職

種別民間給与実態調査の結果や国及び他の都道

府県の動向等を総合的に勘案して、給与決定の

勧告を行っています。 

 現行の給与勧告制度は、長年の経緯を経て定

着しているものと認識しています。 

堤委員 実際に賃金とは、その国で、大分県で

生活をしていくものだと。生活とは、ただ単純

に食べるだけではなく、余暇とかレジャーのよ

うなことも含めていくのが基本的な賃金の考え

方ですね。そういう立場に立っていることは非

常にいいと思いますが、もう一つ、民間と比較

して、民間の部分も考慮するとさきほど言われ

たでしょう。いろんなことを考えて決めていく

んだと。 

 考えるのであれば、数字を０．何％高いから

その分を下げるとか、１か月高いから下げると

か、そういう対応ではなくて、民間のどんぴし

ゃではなくても、そこはもう考慮ですから、民

間がこれぐらい低いけれども、そのうちの半分

ぐらいにしましょうとか、それは独自に県の人

事委員会で判断できると思うんですよ。なぜし

ないのかな。 

 県独自というか、今までの資料を見ると、ほ

とんど人事院勧告に右へ倣えですね。そういう

独自勧告は、本当にする必要があると思うけれ

ども、基本的に独自勧告をしてきた経緯がある

んですか。それとも、やはり右へ倣え、国の勧

告に従ってやっているという認識なのかを最後

に聞きます。 

倉原公務員課長 給与勧告制度ですが、国や人

事院と他の都道府県や政令市の人事委員会が共

同で実施している民間給与実態調査を参考にし

ています。そして、これに関しては、調査自体

は大分県独自のやり方はできないので、全国統

一的な手法でやっています。そういうことも踏

まえて、なかなか独自での給与勧告制度はでき

ないということです。 

 ただ、内容によって、本当に差があれば、国
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と若干違う率というのはあり得ます。 

堤委員 ぜひそこら辺は協調してやっていただ

きたい。人事院勧告の報告書を見ると、だいぶ

去年の分とか、同じような文言が結構あるんで

すね。たしかに、１、２年で変わる場合もあろ

うし、変わらない場合もあるんでしょうけれど

も、もう少し勧告書の中で、本当に具体的にど

ういう点で参考にしたとか、女性の問題とか、

賃金格差もいろいろ書いていますが、そういう

のはもう少し、いろいろやったけど、これぐら

いの差があるんだと、これからはぜひ記載をし

ていただきたいと思います。これは要望してお

きますから、よろしくお願いします。 

守永委員 ２点ほどお尋ねします。予算概要の

６ページの県庁舎管理費についてですが、会計

管理局にお尋ねします。 

 一つが、県庁舎本館及び新館の清掃、警備業

務等の委託料については、令和３年度予算分に

ついては、２０１９年度から２０２１年度まで

の３か年契約と聞いています。２０２２年度か

らの新規の契約となるはずですが、この予算は

既に入札等済ませてある金額なのか、それとも

見込額なのか、その辺の状況を教えていただき

たい。 

 もう一つが、清掃業務等の委託については人

件費が多くを占めると考えられますが、常に清

掃業務の賃金水準もしっかりと下支えできる工

夫が必要だと考えます。新たな契約を結ぶにあ

たって、賃金水準を引き上げられる工夫はでき

たのか。特に最低賃金の引上げで、多少高い金

額の引上げ等があったときに契約金額の見直し

等ができるような契約内容にしているのか、伺

います。 

渡邉用度管財課長 まず、一つ目です。県庁舎

管理費の委託料８，５６８万１千円には、清掃

と警備の委託料が含まれています。令和４年９

月までの現契約６か月分と令和４年１０月以降

の新契約に要する見込額６か月分を予算として

計上しています。新契約は令和４年度に入札を

行います。 

 二つ目です。新契約の積算にあたっては、最

低賃金を上回る大分県建築保全業務労務単価を

採用して、適正な賃金水準を確保するとともに

最低賃金法と労働関係法の遵守を契約に明記し

ます。 

 また、入札にあたり、応札者は契約期間の最

低賃金の上昇を見込んで応札していると理解し

ていますが、最低賃金の改定幅が大きく、応札

者の見込みを大幅に上回るようなことがあった

場合、契約書に必要に応じて協議して定めると

約定します。最低賃金の上昇に伴う賃金の見直

し要請があれば、適宜応じることとします。 

守永委員 １０月が改定期で、１０月以降の部

分がこれからの入札になるとのことでした。そ

れに向けての準備で、契約内容についてはそう

いう賃金情勢を踏まえた中で、極端に最低賃金

が引き上げられた場合に対応できる工夫をぜひ

お願いしておきたいと思います。一応、最低賃

金を下回らないのは、もう法律で定められてい

ることなので、 業者としても守ると思いますが、

少しでも働きやすい環境をつくるため、ある程

度の落札者に対して規制がかけられるといいと

思いますが、大分県の場合、公契約条例そのも

のがまだ議論の途中なので、そういったことも

視野に入れ、今後協議をしていただければと思

います。要望です。 

藤田委員 会計管理局に伺います。概要５ペー

ジの会計管理費で、管理車維持事業費に関連し

て、一般質問のときに公用車へのバックカメラ

の導入について伺いました。そのときの答弁で

は、更新する車両全てに導入していくという話

でしたが、具体的に今年度は何台ぐらい導入す

るのかが１点。 

 今付いていない既存の車両への導入計画がな

いのかを改めて伺います。 

渡邉用度管財課長 まず１点目ですが、令和４

年度の知事部局の更新予定台数は７４台となっ

ているので、これに装着していきます。 

 ２点目です。バックカメラの既存車両への装

着については、例えば、運転に不慣れな職員が

よく使う車両とか比較的新しい車など、各部局

において優先度や必要性を検討いただき、車両

に順次予算を確保、装着するよう通知して、順

次整備することとしたいと考えています。 
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藤田委員 更新台数が７０台程度とのことで、

九百何台ありましたよね。１０年以上かかる見

通しなので、今、一定の基準的なものを設けて

通知して、必要なものは取り付けるとのことで

すが、特に一般市中に出て県民の皆さんと接す

る車両は、いつ後ろに子どもが入り込むか分か

らない危険性も持っているので、やはり基準と

ともに計画的に取り付ける姿勢が必要ではない

かと思うので、ぜひ御検討いただきたいと思い

ます。警察本部は計画的に導入していくような

話も聞いているので、同様の対応をぜひよろし

くお願いします。 

小嶋委員 私からは１点、議会事務局に質問し

ます。 

 本会議場で議員の皆さんも経験というか、遭

遇しましたが、今回マイク設備の不具合があり

ました。今も委員長席や壇上にも予備のマイク

を置かざるを得ない状況にあるようです。これ

は庁舎管理に関する事項かとは思いますが、本

会議場の設備の定期点検を、本会議の都度ある

いは年に１回か２回になるのか分かりませんが

行っていただく。非常に重要な本会議の場です

から、マイクが使えずに記録の作成に支障を来

すことがないようにと思うし、そういう対策を

取る必要があると考えていますが、御見解をい

ただきたいと思います。 

大城総務課長 本会議等のマイク設備などのメ

ンテナンスについてお答えします。 

 現在の議場システムは平成２９年の第３回定

例会から稼働しており、毎回の定例会が開催さ

れる前に２回、それから、本会議が開催される

日の朝にも毎日職員が点検を行っており、昨年

度までは不具合は発生していませんでした。昨

年、第２回定例会及び今定例会ではマイク設備

に不具合が生じて、音声が聞き取れない時間が

あり、大変申し訳ありませんでした。 

 専門の業者に、早速点検と整備を依頼して、

第２回定例会での不具合は解消されましたが、

本定例会での原因は未だに特定できていません。 

 今後は原因をさらに追及するとともに、専門

業者による定期的なメンテナンスの実施につい

ても検討し、本会議における質疑の際に支障が

ないように対策を講じたいと考えています。 

小嶋委員 ありがとうございました。前回もそ

うですが、今回の分で業者が、どこに、どうい

う問題点があるから支障が生じたと言っている

か、もし分かっているなら明らかにしていただ

きたいと思います。私、今ちょっと聞きにくか

ったんですけれども、定期メンテの契約なども

して、きちんとしたもので保証してもらう格好

にする必要があるんではないかなと。今の様子

を見ると、業者の契約以外で多分メンテナンス

しているのではないかと思うので、定期的なメ

ンテナンス契約なども進めていくべきかと思い

ますが、その辺の見解もお聞かせください。 

大城総務課長 今回の不具合により、さきほど

も申したように、早速、業者に点検と整備を依

頼しています。その中で、どこが悪いのかあら

ゆる可能性を考えて点検しています。例えば、

コントローラーの問題点はないかとか、ＵＳＢ

の関係で何か問題が発生しているのではないか

と、 いろんなパターンを想定して点検しました。 

 今回の点検の結果では、未だ原因は究明され

ていないとのことですが、これで問題ないと判

断しているわけではなく、さきほども申したよ

うに、さらなる原因究明を今後も進めていく。

専門業者による定期的なメンテナンスについて

も、今後検討していきたいと考えています。 

小嶋委員 ぜひ、 十分によろしくお願いします。 

 最後に１点だけ。要望にしますが、本体が故

障してワイヤレスを使わざるを得ないときには、

ワイヤレスマイクでの音はイヤホンに入らない、

イヤホンを通じて聞くことができないことが実

態としてあるようです。今回の原因追及も含め

て改善するならば、そこも含めて改善されると

ありがたいなと思います。本体の故障がないこ

とを祈りつつ、場合によっては、ワイヤレスマ

イクの音が聞こえないことがあるので、要望し

ておきます。どうぞよろしくお願いします。 

木付委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。ほかに御質疑のある方は、挙手を願い

ます。 

三浦委員 通告していないので大変申し訳ない

ですが、議会事務局に質問したいと思います。 
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 今年度も私たち議員、昨年度に引き続きです

が、やはりコロナの関係で活動に制限があった

ように思います。そういった中、議会事務局と

してしっかり予算は組んでいただいていますが、

我々議会の活動に制限がある中、この新型コロ

ナウイルス対策だったりＤＸの推進等に今年度、

各種取り組んでいると思いますが、どれぐらい

の金額を、どういった形で、どのような議会の

活性化に向け、用途の変更していただいたかを

まず伺います。 

 あわせて、新年度予算に関わることですが、

やはり平時のように活動をしっかり行っていき

たいと思うんです。また、さきほどと同様に、

ＤＸの推進、我々県議会としても待ったなしだ

と思っているので、今年度できなかった分野、

来年度どういった形で引き続き取り組んでいこ

うとしているのかを教えていただきたいと思い

ます。 

大城総務課長 今年度のＤＸ関係の整備につい

てですが、３点改善を図ろうとしています。 

 まず、１点目が音響関係の整備で、議場の高

音域対応スピーカーを導入するとともに、委員

会室にワイヤレスマイクシステムの整備、それ

から、各委員用にユニットマイク一式を整備し

ました。 

 二つ目がリモート会議への対応で、７５イン

チのモニターと４２インチモニター、それから

関連設備と装備を整備しました。 

 三つ目が、来年度の運用に向けてタブレット

を購入するとともに、議場と委員会室にＷｉ－

Ｆｉ環境整備をしました。以上３点、総額１，

９９０万円ほどの予算で整備しています。 

 来年度に向けての対応ですが、当然ＤＸの推

進、今後検討していく必要があるので、今年度

の今回の整備で終わりということではありませ

ん。予算の有効活用も頭に入れながら、議会の

活性化に向け、議員の意見も頂戴しながら、必

要性のある装備については整備をしていきたい

と考えています。 

太田委員 今、小嶋委員と三浦委員がおっしゃ

いましたが、今回の予算の中でもかなりＤＸの

推進がうたわれています。それらを県庁職員の

中で、専門的にそういう不具合とか、また、サ

イバーセキュリティーとか、そういう部分での

取組が甘いのではないかという気もします。そ

ういった検討を専門部局で技術者も育てながら、

こういう不具合があったときでも、外部発注や

委託ではなく、県庁の中でしっかりコントロー

ルできるような技術者なりを確保する必要があ

るのではないかと感じましたが、その辺はどう

いう検討をしているでしょうか。 

髙木財政課長 ＤＸ推進、いろいろあって、デ

ジタル化もありますし、キャッシュレス、いろ

んな対応があって、こういう機械設備も当然で

すが、なかなか専門的なものが非常に多くて、

多種多様な機械が入っています。それに関係す

る職員を全部県庁内で抱え込むというか、雇う

というのは、 少し効率的ではなさそうですので、

そこはしっかり各部局ごとに機械のメンテナン

スを含め、ＤＸも含め対応していく。 

 来年度については、いろんなＤＸ予算をつけ

ていますし、外部人材を活用する商工観光労働

部の予算があります。外部のそういった専門的

な知識を持った方をスポット的に報酬を払うこ

とにより、しっかり意見を聞いたり手伝ってい

ただくものがあります。そういうものを活用し

ながら、不具合が起こらないようしっかり対応

したいと思います。 

木付委員長 ほかにございますか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

木付委員長 ほかに質疑もないので、これをも

って議会事務局、人事委員会事務局、労働委員

会事務局、監査委員事務局及び会計管理局関係

予算に対する質疑を終わります。 

 暫時休憩します。 

○午前１１時２０分休憩 

          ――――――――――― 

○午後 １時００分再開 

大友副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。 

 これより総務部関係予算の審査に入りますが、

説明は主要な事業及び新規事業に限り、簡潔か

つ明瞭にお願いします。 

 それでは、総務部関係予算について執行部の
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説明を求めます。 

和田総務部長 それでは、令和４年度当初予算

のうち総務部関係の歳出予算について説明しま

す。 

 お手元に配付している令和４年度総務部予算

概要の１ページ目をお願いします。 

 総務部当初予算（一般会計）の概要について

です。 左側のⅠ予算のポイントを御覧ください。 

 総務部では、行財政改革推進計画を着実に実

行していくとともに、次世代の社会の姿を見据

えた安定した財政基盤の構築とスマートな行政

運営に向けたデジタル化を強力に進めます。 

 具体的には、行政手続の電子化１００％に向

けた取組を加速させるため、各業務プロセスの

見直しを進めるとともに、電子申請の普及促進

及びマイナンバーカードの利活用機会の創出を

図ります。 

 また、社会資本・公共施設の適正管理、財政

資源と職員人材の活用などにより、行財政改革

を着実に推進します。 

 ２ページをお願います。２ページ目の上の表

ですが、令和４年度の一般会計予算案の総額は

上の表の左から２列目の予算額（Ａ）欄、上か

ら三つ目の総務部の計にあるように１，６４７

億２，５３５万７千円です。 

 これを３年度当初予算額（Ｂ）と比較すると

右端の前年度対比欄の上から３番目にあるとお

り７５億１，３６３万５千円、率にして４．８ 

％の増となります。これは製油所再稼働に伴う

原粗油の輸入量増の影響等により、消費税収が

増収となったことに伴う地方消費税清算金等の

増等によるものです。 

 それでは、総務部関係の主な事業について説

明します。１２ページをお願いします。 

 事業名欄の一番下、マイナンバーカード利活

用推進事業費３，８４２万８千円は、マイナン

バーカードを利用して、自治体の各種施策への

参加者等に対して、簡易な手続で迅速にポイン

トを付与できる行政サービス提供基盤を構築し、

県民の利便性向上を図るとともに、デジタル行

政を進めるための基盤となるマイナンバーカー

ドの利用促進を図るものです。  

 １３ページを御覧ください。キャッシュレス

対応推進事業費１，８２２万２千円は、県民の

利便性向上と業務の効率化を図るため、公金収

納業務を行う窓口においてキャッシュレス対応

を推進するものです。 

 １４ページをお開き願います。事業名欄の二

つ目の県有財産総合経営推進事業費６，７０２

万９千円は、県有財産の適正管理を図るため、

将来にわたる県民ニーズを見据えた県有建築物

の総量縮小や県有財産の利活用を推進するもの

です。具体的には未利用財産の売却に向けた測

量や不動産鑑定及び別府総合庁舎再編に係る実

施方針の作成や事業者の募集、選定などを行う

ものです。 

 １７ページをお願いします。事業名欄の一番

上、行政手続電子化推進事業費３，０１８万円

は、県民がいつでもどこでも簡単に行政手続を

オンラインで行うことを可能にするための、電

子申請システム等を運用するものです。 

 ４２ページをお願いします。事業名欄の一番

上、公債管理特別会計繰出金６４０億７，６４

４万８千円は、県債を償還するため、通常債分

の元金相当額を公債管理特別会計へ繰り出すも

のです。臨時財政対策債の償還の増等により、

前年度と比べて約２２億円の増となっています。

その下の減債基金積立金９０億７，５００万円

は、１０年満期一括償還方式で発行している全

国型市場公募債について、その償還の平準化を

図るため借換債を発行し、通算３０年の償還と

していることから、毎年度発行済額の３．３％

相当を満期に備えて積み立てておくものです。 

 ４３ページを御覧ください。上から二つ目の

公債管理特別会計繰出金５５億７，７３５万６

千円は、さきほどの元金と同様に通常債分の利

子を特別会計へ繰り出すものです。借入金利の

低減などにより、前年度と比べて約６億円の減

となっています。 

 ４５ページをお願いします。４５ページに事

業を四つ並べていますが、事業名欄の財政調整

基金積立金から一番下の県有施設整備等基金積

立金までは、それぞれ基金の運用利息を積み立

てるものですが、四つの基金を合わせた積立金
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の総額は、 一番下の目計欄にあるとおり２億６，

６５４万１千円となっています。 

 ４８ページをお願いします。表の左、区分欄

の上から二つ目の事業費のうち、左から二つ目

の目名欄、上から三つ目、地方消費税清算金か

ら一番下の利子割精算金までは、それぞれ税収

に応じて、清算のため他の都道府県へ支出する

もの、あるいは市町村へ交付金として交付する

ものです。 

 ５１ページをお願いします。事業名欄の上か

ら二つ目、県税徴収事務費ですが、右端の事業

概要欄を御覧ください。 主なものを説明します。 

 上から二つ目の二重マル、県民税徴収交付金

１６億９，８５１万６千円は、個人県民税を賦

課徴収する市町村に対し、徴収取扱費を交付す

るものです。また、その二つ下の二重マル、自

動車税徴収強化対策事業費２，１８７万２千円

は、自動車税種別割の納期内納付の促進に係る

広報活動等に要する経費です。 

 なお、令和３年度の自動車税種別割の納期内

納付率は、前年度から０．９ポイント上昇し８

３．４％となりました。引き続き納税手段の多

様化等を進めることにより、納期内納付率の一

層の向上を図ります。 

 以上で総務部関係の歳出予算の説明を終わり

ます。御審議のほど、よろしくお願いします。  

大友副委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。答弁は挙手し、私から指名を

受けたのち後、自席で起立の上、マイクを使用

し、簡潔に答弁願います。 

 事前の通告者が６名います。それでは、順次 

指名します。 

堤委員 まず、１２ページのマイナンバーカー

ド利活用促進推進事業費です。マイナンバーカ

ードの取得率は、大分県平均では４０．９７％

で、取得率向上策の一環として大分県版マイナ

ポイントを付与する基盤構築のための予算では

ありますが、国としても２万ポイント付与の事

業を展開してきましたが、なかなか取得率、目

標達成には遠く及んでいません。このような状

況についての認識及び取得率が向上しない理由

は何があると考えているのか。 

 二つ目には、１９ページの情報セキュリティ

対策高度化事業費、サイバー攻撃対策としての

セキュリティ対策の高度化をするとしています

が、例えばデータ連結問題で昨年末に閣議決定

された来年４月以降発足のこども家庭庁の基本

方針の中でも、情報を分野横断的に連携、集約

するデジタル基盤の整備を掲げています。こう

いう状況にありますが、情報が連携されれば、

サイバー攻撃だけでなく、ミス等によって情報

が流出してしまう危険性もあります。完全に防

ぐことはできないと思いますが、その対策はど

うなっているか。 

 もう一つは、電子計算組織運営費ですね。地

方公共団体情報システム標準化について、仕様

変更における国の財政支援は質問でもしました

が、今後財政支援の状況はどうか。それと、各

自治体の仕様変更についての考え方は今どうな

っているか。 

 最後に、ポストコロナおおいた挑戦枠が設置

されていますが、それの基本的な考え方と、あ

わせて、どのようにポストコロナに資すると考

えているのかについて伺います。 

小石電子自治体推進室長 マイナンバーカード

利活用推進事業についてお答えします。 

 マイナンバーカードは、今後のデジタル社会

において最も重要なインフラと認識しています。 

本県のカード取得率は、 １月末時点で約４１％、

国は４年度末までにほとんどの国民がカードを

保有することを目標としており、その達成に向

けてさらなる取組が必要と認識しています。 

 令和２年８月の民間アンケートの調査結果で

は、取得しない理由として、利活用できる行政

サービスが少なく、メリットを感じないが最多

となっています。カード取得のメリット周知と

利活用シーンを増やすことが普及促進の鍵にな

ると考えています。 

 このため、県ではコンビニでの住民票の取得

サービスや健康保険証としての利用などのカー

ド取得のメリットを県民に周知するとともに、

本県独自のカードの利活用促進策として、県の

各種施策への参加者等にポイントを付与する大
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分県版マイナポイント制度を創設するための経

費を当初予算に計上しました。県民がデジタル

化の恩恵を享受できる社会の実現に向け、その

基盤となるマイナンバーカードの取得促進に引

き続き努力していきます。 

 次に、情報セキュリティ対策高度化事業につ

いてお答えします。 

 まず、個人番号系情報のデータ連携に関する

情報流出防止策についての質問ですが、個人情

報はそれぞれの行政機関で分散管理しています。

情報の照会はマイナンバーではなく、別の符号

を用いることになっています。さらに、職員が

マイナンバーを扱う際には、パスワードと生体

認証によるアクセス制限を行っています。 

 次に、ミスによる情報流出をいかに防ぐかに

ついてです。情報管理の徹底を図るため、個人

情報を扱う全ての所属に情報セキュリティに精

通した職員を派遣し、内部監査を実施していま

す。さらに、職員一人一人の情報セキュリティ

に関するリテラシー向上も重要と考えています。

このため、職員の情報セキュリティ研修の受講

対象者を今年度から全職員に拡大しました。今

後ともシステム面でも運用面でも対策を徹底し

ていきます。 

 次に、地方公共団体情報システムの標準化に

ついてお答えします。 

 そもそも今回の情報システムの標準化は、自

治体ごとに異なるシステムの仕様を統一するこ

とで自治体の人的、財政的負担を軽減するもの

です。各自治体が国の制度改正のたびに行うシ

ステム改修をなくすとともに、長年のカスタマ

イズで他のシステムへの乗換えが困難になって

いる状況、いわゆるベンダーロックインといい

ますが、それを解消し、事業者間の競争を促す

ことにもつながると思っています。 

 質問の１点目は、市町村が独自の取組を行う

ために、国の仕様書から変更する場合の国の財

政支援についてのお尋ねですが、国は市町村の

独自の仕様変更に係る経費については、標準化

に要する経費への補助対象から除外しています。

このため、県としては、市町村の独自の取組に

対しても財政的、技術的支援を行うよう、全国

知事会等を通じ国に対し要望しています。 

 質問の２点目は、独自取組のための仕様変更

について、各市町村の動向についてのお尋ねで

すが標準仕様書は令和４年夏にも公表されます。

このため、市町村はその後に現行のシステムと

標準仕様との差異を分析する調査を行う予定で

あり、その結果を踏まえ、独自の仕様変更を行

うか判断することになります。 

髙木財政課長 ポストコロナおおいた挑戦枠に

ついてです。 

 令和４年度については、県政推進指針に定め

られた新型コロナウイルスの影響が大きい中小

企業との再興を図りながら、引き続き人口ビジ

ョンの実現を目指し、大分県版地方創生を加速

させるとともに、ポストコロナに向けた構造改

革を進めていこうとなっています。その推進に

あたり、効果的な新規、重点事業を構築し、意

欲的な政策投入を行う必要があることから、２

０億円の予算特別枠を設けたところであり１０

９事業、予算額は２３億５，１００万円となっ

ています。 

 どのようにポストコロナに資するかですが、

この特別枠の事業については、各部の予算の中

に散りばめられていますが、例えば、ＤＸの推

進では、その導入と活用がなかなか進まない中

小企業者等に対して、伴走支援を行うことで事

業者が抱える課題を解決し、生産性の向上につ

なげていく取組を進めるほか、また、裾野の広

い観光業については、コロナ禍で人気が高まる

自然体験型の観光コンテンツの充実などを図り、

その復活を目指していくことになります。 

 こうした様々な事業を各部局がしっかりと取

り組んでいくことで、ポストコロナを見据えた

大分県づくりを進めていくものと思っています。 

堤委員 マイナンバー制度について、マイナポ

ータルを利活用してやっていくわけですが、こ

れはさきに少し言いましたが、こども家庭庁は

一つの行政ですよね。そこは福祉とか、健康と

か、教育とか、そういう情報を一元管理すると

ころになると国も言っていますよね。国として

は一元管理ではないと言っていますが、 省庁が、

こども家庭庁ができれば、そこに福祉も教育も
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情報として入っていくわけで、正にこれは一元

管理なんですね。だから、そういう点からする

と、一元管理ではないと言っていますが、実質

的に省庁がいろんなところに分散していけば、

特に言えばデジタル庁なんかそうですが、いろ

んなところに分散していけば一元化につながっ

てくると思います。そういった危惧は全くない

のか、再度お伺いします。 

 それと、情報システムの標準化の問題につい

ても、確かに知事会として要請をしているよう

ですが、これは現実も実際にしている、独自で

広域でやっているところもありますよね。 

 その中で、富山県の町議会の中で、３人目の

子どもの国保減免とか、そういう問題を独自に

新たにクラウドを使ってやったらどうですかと

議会の中で提案したらしいです。そしたら、そ

この町長は、クラウドは国の制度の鋳型（いが

た）と一緒ではないから、そういう新たな施策

はできませんと拒否した現実があるわけですね。 

 ですから、この標準化ができると、新たにい

ろんな制度をやっていこう、横軸のことを主体

的にやっていこうとすると、国の同じような鋳

型でやるとその制度そのものがプラスされない

可能性が出てくるわけです。それを非常に危惧

するわけです。その点の危惧はないのか、再度

伺います。 

小石電子自治体推進室長 まず、一元管理につ

いての質問にお答えします。 

 もともとマイナンバー制度は、それぞれの行

政機関が、それぞれで情報を管理する分散管理

が徹底されているので、一元管理にはならない

と認識しています。そして、今回のこども家庭

庁の件に関しても、国が関与して一元管理する

ことは考えていないと国も言っています。 

 次に、標準システムに関しての質問にお答え

します。 

 県内の市町村には、具体的にはまだ国の標準

仕様書が示されておらず、今年の夏に示される

ことになっているので、その後に現行システム

と標準仕様との違い、差異の調査に入ると聞い

ています。具体的な、どんな案件で困っている

という声はまだ出ていないので、市町村にも十

分そういった声を確認しながら、国に要望して

いきたいと思います。 

堤委員 さっきマイナンバー制度の問題で、こ

ども家庭庁の問題を話したよね。これは生まれ

たときから学校健診、自治体健診、事業主健診

と情報を一覧で閲覧できるようにするとか、ま

たは情報をオープンデータ化して活用するとか、

そういういろんなことをひも付けしていこうと、

こども家庭庁の中で言われています。国は一元

管理ではないと言っていますが、現実には正に

様々な情報が一元的に管理されるんですよ。こ

れは間違いないわけです。そういう点で、マイ

ナポータルを入口にした情報連携により、行政

にデータが集積して外部提供していることが問

題なわけですよ。この点についてどう考えてい

るか、最後に聞きます。 

小石電子自治体推進室長 繰り返しになります

が、今回の子どもの情報の一元化については、

国も自治体及び関係機関における分散管理が前

提としています。そこのセキュリティについて

は、今後我々も注視していきたいと思っていま

す。 

井上（明）委員 私からは、今質問が出たとこ

ろですが、予算概要１２ページ、マイナンバー

カード利活用推進事業費について質問します。 

 マイナンバーカード利用推進のためには、多

くの人がマイナンバーカードを取得しなければ

ならないわけで、 さきほどのお話のとおり現在、

大分県では４０．９７％が取得しているとのこ

とでした。こういう予算を付けて利活用を推進

しようと、こういう事業をやって、マイナンバ

ーカードの取得率が大体いつ頃に何％になると

か、そういう目標を立てているのかをお尋ねし

ます。 

 それから、予算を付けてまで県民に呼びかけ

るのであれば、県庁職員は率先してマイナンバ

ーカードを持つべきだと思います。現在、県職

員全体と総務部全体と行政企画課、それぞれの

職員の取得率が何％か分かればお尋ねします。 

小石電子自治体推進室長 マイナンバーカード

の取得に関してお答えします。 

 まず、本県のカード取得率についてですが、
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今年１月末時点で約４１％となっています。 

 次に、マイナンバーカード利活用推進事業に

ついては令和４年度からの新規事業であり、本

県独自にカードの利用機会を増やすために創設

した事業です。マイナンバーカードの取得率の

目標については、国が４年度末までにほとんど

の国民が取得していることを目標としており、

本県においてもその達成に向け、市町村と連携

し、取り組んでいきたいと思っています。この

ため、まずはカードを取得しやすい環境づくり

です。平日に仕事等でカードの取得に行けない

県民のために、休日の開庁や民間事業所への出

張窓口設置などを市町村と連携して取り組んで

いきたいと思います。 

 加えて、カードの利便性の周知です。２万円

を給付する国の第２弾マイナポイント事業をは

じめカードを使ってコンビニで住民票等を取得

できるほか、健康保険証としての利用可能なこ

となど、カード取得のメリットを県民に周知し

ていきたいと思っています。 

渡辺人事課長 ２点目の職員の取得率について

は人事課において照会しているので、私からお

答えします。 

 照会を行った令和３年９月末現在における取

得率ですが、県職員全体では６２．４％、総務

部全体が７０．２％です。行政企画課は７６．

２％であり、人事課は８７．８％など、総務部

の各課室はおおむね高い取得率となっています。 

井上（明）委員 国が一応目標を立てているの

で、県としてはそれに準じるところですが３，

８００万円という予算を付けているのであれば、

やはり目標は立てた方がいいと思います。その

辺をぜひ考えてもらいたいと思います。 

 それから、さきほどなかなか取得率が進まな

い理由として、メリットがないというのがアン

ケート調査結果の一番でした。私ももう五、六

年前に取得しましたが、最初の頃は本当にメリ

ットがなかったのですが、日田市では３年ぐら

い前から印鑑証明とか住民票をコンビニで取れ

るようになりました。特に印鑑証明は、それま

で専用のカードが必要だったのが、マイナンバ

ーカードですぐに取れるとのことで非常に利便

性を感じています。どうもコンビニ利用できる

市町村と、できない市町村があるようで、この

辺は足並みを揃える指導をどう行っているのか、

お尋ねします。 

小石電子自治体推進室長 この事業に関して、

目標を定めた方がよいとのことについてお答え

します。 

 この事業自体の成果指標は、ポイント取得者

の数を２，４５０人と目標を掲げています。た

だ、これにとどまらず、国が来年度末までにほ

とんどの国民が保有していることを目指すとし

ているので、国、市町村とも連携して、そうい

う状態になるように持っていきたいと思ってい

ます。 

 それから、カードのメリットがない、コンビ

ニ交付で対応しているところ、していないとこ

ろ、どうやって広げていくかとのことですが、

現状では９市町でコンビニ交付の対応となって

います。我々も県内市町村長を訪問しながらコ

ンビニ交付のメリットなどを伝えつつ広げてい

るところで、今後もう少し対応できるところが

増えていくものと思っています。 

井上（明）委員 さきほどから主な施策として

キャッシュレスのこととか行政手続電子化とか、

いろいろありました。それに県全体でもＤＸと

言っている時代で、そういう今からの広がりも

あると思うので、これはまず県庁職員が一刻も

早く１００％を目指すぐらいの心意気で、まず

はマイナンバーカードからＤＸスタートの意気

込みでやってほしいと思います。 

守永委員 ２点ほどお尋ねします。 

 まず一つが予算概要７６ページ、参議院議員

選挙執行経費についてです。投票促進を行う上

で期日前投票に手軽に行ける体制づくりが重要

で、これについては各市町村選管の判断が尊重

されると思いますが、県と市町村とで期日前投

票の投票所の設置に関する協議の場があるので

しょうか。 

 期日前投票を行おうと、各市町村で特設の会

場をつくる際の経費の割当て、割り振りそのも

のが一つの方程式になってしまっているのか、

協議の結果、そういう投票所を予定数以上に設
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置しようとする市町村に、経費を割り当ててい

くことが可能なのか、 その辺も教えてください。 

 もう一つ、予算概要の３３ページの政策県庁

を担う人材育成推進事業費についてです。地方

創生実現のための人材育成研修を行うとのこと

ですがどのような研修を行っているのか、現場

で活用できる組織体制まで意識して研修が実行

されているのか、その研修経費について現場に

無理をさせている結果となっていないかが気に

なるので、その辺を教えていただきたい。 

 また、女性職員のキャリア形成支援等の研修

もかなり経過したと思いますが、女性だけを取

り上げての研修がいつまで必要と考えているの

か。女性の研修状況が男性には分からない部分

もありますが、受講生の希望状況や受講後の感

想等で、必要性を感じさせる反応があるのかど

うか、教えてください。 

井下市町村振興課長 期日前投票所の増設につ

いてお答えします。 

 昨年の衆院選では県内に７３か所の期日前投

票所が設置されており、投票した方の約４１％

が期日前投票を利用しています。これは全国順

位の中で８番目という高水準となっています。 

 期日前投票所の設置経費については、選挙執

行経費基準法に基づき、設置期間などに応じて

積算されています。増設した場合については、

その分の経費も担保される仕組みとなっており、

県知事選挙、あるいは県議会議員選挙でも同様

の考え方となっています。 

 期日前投票所を新たに設置する場合には、場

所はもちろんですが、投票管理者、立会人や事

務従事者等の確保について課題がありますが、

最近では大分市のホルトホールに新たに設置を

されたほか、今年の夏に実施される参院選にお

いては、中津市のイオンモール三光にも設置さ

れる状況と承知しています。有権者の投票機会

を確保するためにも、都合のよい日、あるいは

時間帯で投票できる期日前投票所の設置は、非

常に有効であると考えています。 

 これまでも県において、期日前投票所の設置

主体である市町村の選挙管理委員会に対し、県

主催の研修会とか説明会、あるいは個別に増設

についてお願いしてきました。引き続き様々な

機会を通じて、こういった取組を加速していき

たいと考えています。 

渡辺人事課長 ２点目の職員の研修についてお

答えします。 

 地方創生実現のための人材育成に関する研修

については、例えば、県職員と市町村職員合同

で地域課題の調査研究をして政策提案を行う地

域政策スクールや、各部局で必要としている専

門知識とか技術を習得するための部局別専門技

術研修を行っており、これは例えば、今年度は

商工観光労働部ではＤＸの関係でデザインシン

キング、企画振興部では通訳等の国際人材の育

成などの研修を行いました。 

 委員御心配の業務多忙などで研修に負担を感

じる職員もいると思いますが、決して無理をさ

せているつもりはありませんし、そういうこと

もないと思っています。ただ、地方創生を実現

していくには職員研修は、なくてはならないも

のと考えているので、引き続き職員のスキル向

上、意識改革に確実につながるよう、質の高い

研修の実施を目指していきたいと思っています。 

 また、女性職員のキャリア形成支援について

は近年、男性職員の家事、育児への参画や男女

の区別のないキャリア形成等が重要視されてい

ることを踏まえ、今年度から若手の男性職員向

けにもワーク・ライフ・バランス研修を実施し

ました。来年度からは、職員の声も踏まえ、若

手職員向けの研修は男女を分けずに実施したい

と考えています。 

 また、県内外の民間企業等で活躍する女性リ

ーダーを講師としてお迎えする女性職員活躍推

進セミナーがあります。これは役付の女性職員

を対象に行っていますが、参加者からは満足度

９２％と高い評価があり、経験したことが全て

糧となるという話に勇気をもらったとか、大き

な変化の中でどのように働き、どのように生き

るかを考える機会となったと、おおむね好評な

声をいただいています。今後も参加者の声をよ

く聞きながら、必要な対象者に対して必要な研

修を行えるよう取り組んでいきたいと思います。 

守永委員 ありがとうございました。参議院議
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員選挙執行経費については、状況はよく分かり

ました。ぜひ投票率の向上に向け、御努力いた

だければと思います。 

 あと、政策県庁を担う人材育成推進事業費に

ついても、どういう研修をしているか、市町村

と一緒に研修することで、いろんな切り口から

発想が転換できることは重要だと思っています。

ただ、それが同じ業務に従事している職員が集

まっているのであれば、それに関連してとなる

でしょうけれども、たまたま各市町村から集ま

った方、県から行った方が、日常的には違う業

務に就いているのであれば、少し違う意味の研

修になってしまうことも考えられるので、それ

がどうなっているのか。それはそれで、いろん

なことを理解する上での切り口にはなるんです

ね。大切な研修の一つであろうと思うので、そ

れも工夫していただければと思います。 

 あと、女性職員のキャリアアップの研修につ

いては９２％の満足度と、非常に高い率になっ

ていますが、９２％で高いと評価をされていた

ので、他の研修がどの程度の満足度なのかが気

になりました。もし数字が分かれば、他の研修

でどういった状況だったのか、教えていただけ

ればと思います。 

 いずれにしても、研修は職員のスキルアップ

には欠かせないことですし、貴重な講師陣を迎

えてのいろんな研修も工夫していただきながら

能力向上を図っていただければと思います。 

渡辺人事課長 ありがとうございます。研修の

満足度についてですが、一応毎回研修でアンケ

ートをしています。５点方式で４点、５点以上

が満足していると見ていますが、 それでいくと、

大体平均が９０．４％で、比較的、全体的に高

いと思っています。 

猿渡委員 予算概要の３２ページ、給与費の関

係です。県職員には会計年度任用職員を含みま

すが県職員だけでも１７億８，９００万円もの

減額となるとのことで、県下全体の公務員給与

の減額総額となるとさらに大きくなるわけです

ね。 これは将来の年金等にも影響が出てきます。

コロナ禍で県の職員も市町村の職員も、公務員

の皆さん、苦労しながら大変熱心に取り組んで

いるわけで、本当に奮闘されている県職員に対

してこのような削減という形での仕打ち、これ

でよいのかと思います。国は全体として賃金ア

ップを進めようとしている、そういう政策と逆

行していると思います。公務員の給与を引き下

げるべきではないと考えますが、どうでしょう

か。 

 もう１点、次の３３ページ、県職員の働き方

改革推進事業費はテレワークを進めることが中

心かと思いますが、テレワークを進めることは

もちろん、育児や介護と仕事の両立にとって大

事なことだと思います。 

 あわせて、性別を問わずに育児休業を取るこ

とももちろんそうですし、また、育児短時間勤

務だとか時差出勤を取得しやすくすることも仕

事と家庭との両立にとって大事ではないかと考

えますが、育児休業、育児短時間勤務、時差出

勤の活用状況について説明をお願いします。 

渡辺人事課長 それでは、まず１点目の県職員

の給与についてお答えします。 

 新型コロナ対応等、県政推進に士気高く対応

している職員にとって、今回の期末手当引下げ

が大変厳しいものであることは十分に認識して

います。 

 しかし、県職員の給与は地方公務員法によっ

て県内民間事業所の従事者や国及び他県の職員

との均衡を考慮して定めなければならないとさ

れており、これまでも引上げ、引下げ、いずれ

の場合においても人事委員会の勧告を尊重し、

これを基本としつつ、国に準じた対応を取って

きたところです。 

 今回は人事委員会勧告どおり、期末手当を年

間０．１５月分引き下げることで県内民間企業

との均衡を図るとともに、昨年１２月期に係る

分については、国に準じて本年６月期で調整す

ることとしたものです。 

 今後国が進める賃金アップの政策が奏功すれ

ば、その後の人事委員会勧告にも反映されて引

上げ改定が行われ、民間、公務共にプラスの効

果につながると思われるので、引き続き職員給

与については人事委員会勧告の尊重を基本とし

て対応していきたいと思います。 
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 続いて２点目です。御質問のうち、育児休業

の取得率については、女性職員は過去５年間１

００％となっており、取得が定着しているのか

なと感じています。男性職員については、昨年

度の中途から積極的な取得促進に取り組み、さ

らに、今年度からは目標を１００％として推進

したこともあり、昨年度は２８．１％、今年度

は７０％程度まで大幅に上昇する見込みとなっ

ています。 

 育児短時間勤務については、家庭等の状況に

応じた柔軟な働き方ができるように、四つの勤

務形態を設け、今年度の取得者は２４人となっ

ています。過去５年間においてもおおむね２０

人程度の職員が利用しており、近年、男性職員

の取得者も少しずつ増えています。 

 また、時差通勤については、育児や介護だけ

でなく、 夜間業務や長距離通勤の負担軽減など、

全体で六つの勤務時間を設けており、毎月１７

０人程度が利用しています。現在は新型コロナ

の感染拡大防止のため、接触機会を低減する観

点からも幅広く制度利用を可能としています。 

猿渡委員 やはり私は公務員の給与引下げ、ボ

ーナス引下げは財布のひもを締めていく方向に

つながる。今、地域の経済が非常に冷え込んで

いて、 地域の商売されている方やその関連の方、

本当に深刻ですので、そこにも影響を与えてい

くと思っています。 

 次の育児短時間勤務については、２４人とは

少ないなと感じました。時差勤務ももちろん長

距離通勤とか、いろんなことがあるかと思いま

すが、 私が子育て等との両立で今日述べたのは、

例えば、パパは朝、子どもを保育園に連れてい

く、ママが帰りにお迎えに行くとか、そういう

家族で分担しながら働いていく、子育て、介護

しながら働いていくときにも有効だと思います

ので、いろいろな形での両立を進めていくこと

をぜひ進めていただきたいと思います。 

 もう１点ですが、男性の育児休暇が進んでい

るのは大変いいことだと思いますが、どのくら

いの期間を取っているのか、分かったら教えて

ください。 

渡辺人事課長 男性の育児休業については、確

かに女性に比べるとまだ期間的には短い場合が

多いです。やはり１か月程度でありますし、長

い方では１年取る方もいらっしゃいます。まだ

我々も取組を始めたばかりなので、これから取

りやすい環境もつくりながら、取得が進んでい

くようにしていきたいと思います。 

小嶋委員 私から１点だけですが、１８ページ

にある次世代型情報システム基盤整備事業費に

ついてです。 

 説明の中では、行政手続のオンライン化推進

など事業概要は記載されていますが、前年度に

比べ１０倍ぐらい予算額が増えているので、新

たな事業展開になるだろうと思います。業務委

託のイメージを含め、詳細を説明いただけると

ありがたいです。 

小石電子自治体推進室長 次世代型情報システ

ム基盤整備事業費についてお答えします。 

 国のデジタル社会の実現に向けた重点計画を

ベースに、行政手続のオンライン化や各業務シ

ステムと基幹システムの連携による職員の業務

効率化と行政のＤＸを推進するため、それを支

える情報システム連携基盤整備が必要と認識し

ています。 

 そこで、今年度は当該システム整備の基本構

想及びシステム構成案を作成するため、コンサ

ルティング業者への委託を実施しています。来

年度は入札により本システムの構築を行うもの

で、増額となっています。 

 このシステムには、庁内のデータをつなぐ、

ためる、活用するの三つの機能を実装します。 

 一つ目のつなぐ機能は、電子申請と各業務シ

ステムを電子データで連携したり、複数のキャ

ッシュレス代行業者のデータを取りまとめて財

務会計システムへ受け渡すことにより、紙ベー

スの作業からデータでの連携を可能とすること

で業務効率化を図るものです。 

 二つ目のためる機能は、庁内で共通のデータ

ベースを構築することにより、データの一元化

を図るものです。 

 三つ目の活用する機能は、蓄積されたデータ

を全職員が容易に抽出、加工及び見える化でき

るようにし、 分野横断的な比較分析などを行い、



- 17 - 

政策の効果的な立案につなげていくものです。 

 これら三つの機能を持つシステムを構築する

もので、将来的にはオープンデータとして外部

に提供することで産業振興に寄与するとともに、

国、市町村との迅速な柔軟なデータ連携を行う

窓口として機能することで、オンライン手続の

際の添付書類省略などの県民サービスの向上を

図ることが可能になると思っています。 

小嶋委員 ありがとうございました。３億１千

万円ほどの委託料になるわけで、コンサルティ

ングで今調査して入札をすることになると、現

在の情報システムを二、三年かけて更改――隣

県で使う情報システムを更改していくイメージ

でよろしいですか。更改する、情報システムを

ほとんど入れ替える考え方でよろしいでしょう

か。 

小石電子自治体推進室長 このシステムは、新

たに構築するシステムです。 

大友副委員長 小嶋委員よろしいですか。（「 

はい」と言う者あり） 

森委員 予算概要１ページの令和４年度予算の

ポイント等に整理されているところですが、３

点質問します。 

 まず１点目、 県の行政デジタル化に関連して、

デジタル技術の活用により行政サービスをデザ

インし、県民サービスの向上に資する行政ＤＸ

の取組について伺います。 

 続いて２点目、市町村の行政デジタル化につ

いてどのような施策を講じていくのか伺います。 

 ３点目、政策県庁を担う人材育成について、

行政ＤＸを担う人材育成についてどのように行

っていくのか、以上３点伺います。 

小石電子自治体推進室長 県の行政デジタル化

についてお答えします。 

 県の行政デジタル化については、県民目線で

行政サービスを見直し、県民の利便性向上と業

務の効率化を進めていきます。 

 まずは行政手続の電子化です。約３，５００

ある手続について、令和６年度までに１００％

電子化して、県民がいつでもどこでもスマホ等

で手軽に申請できるようにします。 

 次に、収納窓口のキャッシュレス対応です。

現金だけでなく、多様な決済手段で手数料等が

納付できるよう、令和６年度までに約１５０あ

る全ての窓口でキャッシュレス対応を完了させ

ます。 

 最後に、 マイナンバーカードの取得促進です。

今後のデジタル社会において最も重要な基盤と

なるマイナンバーカードを令和４年度末までに

ほとんどの住民が保有することを目指し、市町

村と連携して取得を促進するとともに、県版マ

イナポイント制度創設など活用機会を拡大して

いきます。 

 次に、市町村の行政デジタル化についてお答

えします。 

 県民がデジタル化の恩恵を享受できる社会の

実現のためには、住民に身近な行政を担う市町

村のデジタル化も重要と認識しています。具体

的には一昨年１２月に国が策定した自治体ＤＸ

推進計画に沿って、子育てや介護等の手続を中

心とした行政手続のオンライン化、市町村の負

担軽減のための税や福祉等の情報システムの標

準化、マイナンバーカードの取得促進等を進め

ていきます。 

 これらの取組を進めるためには、市町村内、

庁内の意識醸成と推進体制の強化が重要です。

このため県としては、市長、副市長等のトップ

を対象とした会議や研修会の場で、行政のＤＸ

推進の必要性について周知していきます。 

 加えて、計画的な取組への支援です。県と市

町村で構成する協議会や市町村訪問により、国

の作成したＤＸの手順書や補助制度についての

説明のほか、他の団体の取組の進捗状況につい

て情報共有を図っていきます。さらに、電子申

請システムの共同利用の促進や窓口でのキャッ

シュレス対応に係る情報提供など、本県独自の

取組も進めていきます。 

 最後に、政策県庁を担う人材育成についてお

答えします。 

 今後の政策県庁の実現にはＤＸの推進が不可

欠であり、行政ＤＸを担う人材の育成は最も重

要な課題の一つと認識しています。本県では官

民あわせたＤＸ全体の推進については、商工観

光労働部が中心となって取り組んでいますが、
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当然行政ＤＸに関しては総務部とも密に連携し

ながら取り組んでいます。 

 まずはＤＸを担う人材の確保です。今年度の

社会人経験者採用試験において新たにＩＣＴの

区分を設けました。令和４年度は情報通信業等

の民間企業経験者２人を採用する予定となって

います。 

 次に、人材の育成です。職員研修については

デザイン思考を学ぶ研修とオンラインのデジタ

ル研修を実施します。今年度はそれぞれ約１，

１００人、約３，２００人が受講しました。さ

らに、ＤＸ推進本部会議において、各部局の若

手職員による事例研究やこれから本格的に導入

するデジタルマーケティングのワーキンググル

ープなど、ＤＸの実践に向けた体制づくりや人

材育成も推し進めます。 

 いずれにしても複数部にまたがる課題であり、

関係部の連携をうまく取りながら推進していき

たいと思っています。 

森委員 ありがとうございました。まず、１点

目の県の行政デジタル化ですが、デジタル化が

進むことは分かりましたが、それがいかにトラ

ンスフォーメーションしていくのか、行政ＤＸ

につながるのかについて説明がなかったので、

その点について再度伺います。 

 というのが、さきほどもあった商工観光労働

部に関してはトータルのＤＸをコーディネート

していると認識していますが、そういった、例

えば行政ＤＸの進め方みたいなものは商工観光

労働部でいいですが、それを実際に実行してい

くのは総務部だと考えています。 

 特に総務部については、例えば令和３年度の

政策評価の中で事務事業評価、これは行政企画

課が担うことになっています。４４５項目の行

政評価をしますよね。そういった行政評価の検

証した上で、しっかりと行政のＤＸを進めてい

かなければならないと思っています。行政サー

ビスとか職員のＤＸスキルの向上ももちろんで

すが、そういった中で総務部が行政のＤＸ、県

庁内ＤＸについては総務部がイニシアチブを取

って進めていくべきだと考えていますが、部長

の見解を伺います。 

和田総務部長 今、委員から御指摘がありまし

たが、ＤＸというのは単に紙のものをデジタル

化していくだけではなく、その先にさらに社会

変容とか、事業の在り方そのものを変えていく

のが恐らくＤＸだと私も思っています。残念な

がらまだ県庁の場合、紙のものが電子にすらな

っていないので、まずはその部分を優先的にや

っていることを御理解いただきたいと思ってい

ます。 

 その上で、やはり最終的に目指す姿は、委員

から御指摘ありましたが、単に電子化するだけ

ではなく、その先にどうやって行政の仕事の仕

方を変えていくのかという御指摘だと思います。 

 ＤＸ全体については当然商工観光労働部で官

民問わずＤＸの大きな旗は振りますが、実際、

行政分野について言えば、当然総務部が中心に

なる分野は多いと思うので、その点はしっかり

我々としても問題意識を持って、最終的な単な

るデジタル化ではなく、行政の仕事の仕方をど

うやって見直していくんだというところまで目

標を持ってやっていきたいと考えています。 

森委員 今、部長が言われたのは非常に重要だ

と思います。 今回の総務部の予算概要を見ても、

ＤＸという言葉が総務部のこの予算書の中に一

つもないんですよね。ただ、これからＤＸを進

めていこうと知事もお話をされていました。そ

ういった中で、行政のＤＸを私はずっと一般質

問から話しているわけで、さきほどから申して

いるように、それについては総務部がやはりリ

ーダーシップをとって各課に働きかける、この

事務をこうしたら効率がよくなるとか、もっと

もっと効果が出る、そういった働きかけを総務

部から行うべきだと思っています。その点につ

いて、もう一度お答えください。 

和田総務部長 なかなか難しい問題であると思

っていて、一応官民全体を通じてＤＸ推進課が

大きな旗は振っていますが、そこと連携しなが

ら、当然行政の部分については総務部が一番関

係する部分も多いと思うので、しっかり商工観

光労働部と連携しながら、我々も問題意識を持

って行政のＤＸについては推進していきたいと

考えています。 
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大友副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

しました。ほかに質疑のある方は挙手をお願い

します。 

末宗委員 ２２ページ、県有建築物保全事業費

で３０億円ほどあるけど、これは場所も金額も

何も書いていないで、ただ金額が出ているだけ

なんだけど、どうして中身を書かないのかとい

う理由――これは、以前質問したことがあるん

よ。どうして書かないのかと。そのときは行政

の継続性があるから、次回からは書くというよ

うなことを言ったんだけど、行政企画課か財政

課が削るかどうかよく分からないけど、削った

理由を聞きたい。 

 それと、来年度からどうするのか、それを。 

 とにかく同じ質問を何遍も何遍も行政はやら

せる。議会を軽視する気持ちが執行部にあるの

かなとも思うけど、そこら辺を詳しく説明して

くれんかね。 

樋口県有財産経営室長 御質問いただいた県有

建築物保全事業費についてです。 

 まず、この３０億円の予算については、これ

までも県有建築物の長寿命化を目的に点検や修

繕、早めの修繕等、改修等を行っていく内容で

組み立てており、毎年土木建築部と連携して現

地の点検を行いながら、計画に沿った形で早く

行うものと、もう少し先延ばしできそうだと、

まだ健全な状態で、今やるべきではないといっ

た判断をしながら予算を組んでいます。 

 今回、この予算で上げている、例えば工事費

の主なものについては、件数がかなり多く、予

算概要書の中で抜粋しながら計画として記載す

ることは可能ですが、さきほど申したように、

直前の点検で内容が変わったりすることもある

ので、概算として出して計上したものなので、

合計で書いている状況です。 

 ちなみに、来年度の予定で今継続している工

事等も含んでいます。現在、豊後大野総合庁舎

は大規模改修を今年度と来年度に分けて執行す

る予定なので、その一部だったり、法的に更新

が決まっている県立図書館のエレベーターの更

新など、ほぼ確定しているものもあります。し

たがって、細かく全部書くことは行っていない

ので、記載の仕方についてはまた内部で相談し

ながら表現していこうと思います。 

末宗委員 答えているのは室長かな。室長、予

算というのは、財政課が１個ずつ積み上げてで

きているはずなんよ。何もそういう訳の分から

ないような予算で、３０億円をはいと言って認

めるような役所ではないと思っているんよ。 

 僕が聞いたのは、重点的な場所と金額、それ

をぱっぱっとここに五、六個書けば済む話や。

それをなぜ書かないのか聞いたわけよ。たった

五、六個ぐらい書くのは、わけないと思う。 

 それと、同じ質問を毎年毎年させる気かと。

継続性が行政にあるんだから、人事異動で人が

替わるかもしれないけど、部下から何から全員

替わるわけじゃない、耳があるなら聞いてるは

ずや。 

 ちょっと財政課長にも聞きたいんだけど、財

政課もここに毎年座っているわけよ、財政課長

は。そんないいかげんな、今、室長が説明した

けど、財政課はそういうことで認めるんかね。

財政課長も、もう少し当たり前のことを当たり

前に言ってくれんとね。行政の３０億円という

予算は、そんな右から左に捨てるような話で認

めるわけないんだから。 

 だから、僕が聞いた、書かない理由はどうし

てかというのと、来年度から書くのか書かない

のかその２点を聞いたけど、委員長、質問に答

えてくれんのよ。そこら辺は委員長、よく御指

導をよろしくお願いします。 

髙木財政課長 ３０億円の予算ですが、県有施

設はたくさんあって、長寿命化対策として今計

画をつくりながら順次行っていますが、実を言

うと、なかなか本来だと毎年度４０億円超える

ぐらい必要ではないかとは思っていますが、財

政事情も厳しいので、３０億円の予算を付けて

います。 

 ただ、この３０億円の中身についても、予算

を付ける前に県有建築物の保全工事調整会議を

開いて、各部局の中で緊急性だったり、その辺

をしっかり比べながら、来年の３０億円分は基

本的にはこういう事業に使っていきますと決定

しながら予算を付けています。 
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 末宗委員おっしゃるとおり、昨年確かにそう

いう御質問をいただき、本来でしたらしっかり

載せるべきところでしたが、今回、ちょっと申

し訳なくなっています。来年以降はしっかりと

主な事業については、 予算の資料の中に載せて、

説明したいと思っています。 

末宗委員 来年度はこちらから質問せんでも書

くということで確約を。もう一回大きな声で確

約してくれ。 

樋口県有財産経営室長 しっかり書いていきま

す。 

藤田委員 すみません。１３ページのキャッシ

ュレスの関係ですが、さきほどの話だと、令和

６年度までに全ての収納窓口でキャッシュレス

対応になるとのことですが、収納窓口の業務負

担はどのように変わってくるのでしょうか。 

小石電子自治体推進室長 現状は、現金で受け

ている場合であれば、もちろんお客さんから現

金をいただいて、それを勘定して、複写式の領

収書を出し、その後は現金として金庫に入れて

おいて、一定額以上たまったら銀行に入金する

と。銀行に入金するときには、金庫から出した

ときにまた残高を確認してといった手作業が発

生しています。 

 まず、現金で受けるところも、自動釣銭機を

入れることで自動的に残高が分かる仕組みにし

たいと思います。 

 それから、証紙で今いただいている分につい

ては、証紙には証紙消印実績簿という紙の簿冊

があって、それにチェックしますが、そういっ

た作業がなくなる。それがカードで払えること

になれば、その分の節約、削減につながると思

います。 

藤田委員 例えば、一つの収納窓口でいくつも

の種類の入金をするときに、キャッシュレスで

入ったものがそれぞれの科目ごとに分かれて自

動集計されてしまって、窓口では現金のみ集計

するようになるのですか。 

小石電子自治体推進室長 キャッシュレスでお

支払いいただいたものについては、月に１回と

か２回キャッシュレス決済事業者からデータと

して入ってくるので、その後に必要な経理手続

を行うことになります。現金については、従来

どおり金庫に保管しておいて、その後の現金の

取扱い経理を行っていくことになります。 

藤田委員 今聞いた範囲では、かなり業務が煩

雑になってくるし、キャッシュレスの分も後で

振り分けをして、手作業で何がいくら入ったと

いう集計をするように受け取りましたが、将来

的に全部キャッシュレス収納できるようになれ

ば、現金管理のリスクが避けられますが、今の

ままだとやはり当面はいくら少額になって、現

金は少なくても、翌日には金融機関に入れる業

務がそのまま残るような格好になるので、でき

るだけこれも業務の簡略化と現金の扱い、若し

くは計算誤りのリスク回避のためにも、ぜひ完

全な自動化になる方向で取組を進めていただけ

ればと思います。 

吉村委員 マイナンバーカードについてです。

今まで委員の皆さんから様々なお話がありまし

た。メリットに関しては、県版のポイントも付

与することで非常に広がってきていると感じて

います。 

 あと１点課題とすれば、取りやすさの部分を

しっかりやる必要があると思いますが、さきほ

ど室長からも少し支援をとの話もありましたが、

どう取りやすくするのか、お考えがあれば伺い

ます。 

小石電子自治体推進室長 窓口を持っているの

は市町村です。市町村について、我々電子自治

体推進協議会という会議を持っていて、その中

で、例えば土日の開庁とか、平日夜間の窓口の

開庁とか、他事例の状況も紹介しながら、そう

いった取組をしていただくように進めていて、

現状、大部分の市町村が土日開庁とか平日夜間

開庁の対応をしています。 

吉村委員 ありがとうございます。私は数年前

に取得しましたが、家族の分を取得する際に、

ネットでも取得できるかと思いますが、そのネ

ット取得するためには、恐らくバーコードが必

要だったと私は記憶しており、そのバーコード

をなくしていたので、市役所に行ってバーコー

ドを発行してもらって、それを読み込んで申請

する。申請が終わって、発行できましたよと連
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絡が来て、今度は子どもの分とかも、子ども本

人を連れて行って初めて交付される手続だった

と記憶をしています。ちょっと違っていたら申

し訳ないですが、そう記憶しています。 

 国による発行の縛り等があるかもしれません

が、若い方からすれば２回も３回も役所に行く

とか、１回申請して、改めて本人を連れて行く

とかは、利用はいいにしても、やはりこの発行

の促進にはなかなかつながりにくいのかなと感

じます。国とのやり取りもあるかもしれません

が、キャッシュカードのように、申請すれば送

っていただけるとか、そういった簡単な手法も

重要なのかなと思っています。 

 もう御存じかと思いますが、姫島村が７０％

を超えて日本一とのことで、直接、私伺いまし

た。何か特別なことをやっているんですか──

何もやっていませんと。役場にみんな集まって

くるので、そこでできるんですと話をしていま

した。いろんな地域性があるとは思いますが、

ある意味行かなくてもできる仕組みが大事だと

思うので、可能であれば御検討ください。これ

はお願いです。 

大友副委員長 ほかに質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

大友副委員長 ほかに質疑もないので、これを

もって総務部関係予算に対する質疑を終わりま

す。 

 なお、執行部が入れ替わりますので、しばら

くそのままお待ちください。 

 

〔総務部退出・企業局入室〕 

 

大友副委員長 これより企業局関係予算の審査

に入りますが、説明は主要な事業及び新規事業

に限り、簡潔かつ明瞭にお願いします。 
 それでは、企業局関係予算について、執行部

の説明を求めます。 
浦辺企業局長 企業局として御審議いただく予

算議案は、第１４号議案令和４年度大分県電気

事業会計予算及び第１５号議案令和４年度大分

県工業用水道事業会計予算です。 
議案書では、電気事業が１１０ページから１

５３ページにかけて、工業用水道事業が１５４

ページから１９１ページにかけてですが、本日

は、お手元に配付の令和４年度予算概要により

説明します。 
まず、 予算概要を１ページめくっていただき、

令和４年度大分県企業局当初予算（案）の概要

を御覧ください。 
まず、 左側の電気事業会計について説明しま

す。 
初めに、左上の業務の予定量のうち、年間販

売電力量は２億４，５５６万５９０キロワット

アワーを予定しています。主たる建設計画のう

ち、（１）芹川第一・第二発電所リニューアル事

業については１５億８０６万４千円を（２）別

府発電所リニューアル事業については６億３，

４６６万８千円を、 （３）桑原北川線鉄塔化工

事（第２工区）については２億３，１００万円

を見込んでいます。 
次に、１枚めくっていただき、電気事業会計

当初予算（案）の重点事業と書かれたページを

御覧ください。 
右上の写真が芹川第一発電所です。同発電所

は令和１１年度、第二発電所は令和１０年度の

運転開始を目指し、令和５年１１月に発電機を

停止して現地工事に着手する予定で、来年度は

詳細設計や工事用道路などの準備工事を行いま

す。なお、リニューアル後は固定価格買取制度

（ＦＩＴ）により売電を行う予定です。 
次に、左上の写真が別府発電所です。令和５

年度の運転開始を目指し、来年度は上部水槽の

更新工事などを実施します。 
 次に、右下の写真が桑原北川線鉄塔化工事で

す。現在、桑原、北川両発電所間の送電設備を

背の低いパンザマストから背の高い鉄塔へ建て

替えを行っており、来年度で全線完了します。

また、１枚戻っていただき、左側の上の表、収

益的収入及び支出を御覧ください。表の右側の

収入は、電気料金収入等により計（Ｂ）欄のと

おり３９億４０６万１千円を予定しています。 
左側の支出は、下から二つ目の特別損失に、

別府発電所等のリニューアルに伴う固定資産除

却費等を計上したことから、計（Ａ）欄のとお



- 22 - 

り２５億６，８７７万１千円を予定しており、

差し引き収支差額は（Ｂ）－（Ａ）欄のとおり

１３億３，５２９万円、税抜きの純利益は欄外

に記載のとおり１０億８，９１６万８千円を見

込んでいます。 
その下の表、資本的収入及び支出を御覧くだ

さい。 
右側の収入の欄の一番上、 企業債を１１億９，

８００万円計上しています。発電所建設には、

これまで企業債を借り入れてきたことから、リ

ニューアル事業の建設改良費の一部は企業債で

対応する計画としています。一方、左側の支出

は建設改良費が膨らむことから表の中ほどのと

おり、収入の計から支出の計を引いた収支差額

は（Ｄ）－（Ｃ）欄のとおり、マイナス２１億

７，２５７万４千円となりますが、その下の積

立金等の各財源で補填することとしています。 
続いて、右側の工業用水道事業会計について

説明します。 
初めに、一番上の業務の予定量です。給水事

業所数は４６事業所を、年間総給水量は２億２

３３万４５０立方メートルを、１日平均給水量

は５５万４，３３０立方メートルを予定してい

ます。 
次の主たる建設計画のうち（１）埋設管路補

修工事については２億７，５００万円を（２）

判田汚泥処理場脱水機更新詳細設計業務委託に

ついては６，４４３万１千円を、（３）大津留接

合井耐震化工事（底盤）については１，５２６

万円を見込んでいます。 
次に、資料最後の裏面の工業用水道事業会計

当初予算（案）の重点事業と書かれたページを

御覧ください。 
左上は、埋設管路補修工事の写真です。県道

大在大分港線の地下に埋設している管路は４８

年が経過し、調査で状態が良くないと診断され

た区間について、令和２年度から補修工事を実

施しています。交通渋滞等も勘案して２工区に

分割し、第１工区は昨年１１月に完成したこと

から、引き続き第２工区の工事を進めます。 
次に、判田汚泥処理場の脱水機が右中央の写

真になります。この脱水機は設置から２５年が

経過し、来年度は更新工事に向けた詳細設計を

実施します。 
次に、 左下の二つの写真が大津留接合井です。 
下の写真にある底盤を除く耐震化工事は、平

成２７年度に完了していますが、底盤はユーザ

ーへの送水を止めないと抜水することができず、

耐震化工事ができませんでした。このため、令

和元年度から対策工事を行い、送水を止めるこ

となく抜水ができるようになったので、来年度

に底盤の耐震化工事を行い、重要施設の耐震化

を進めます。 
次に、２枚戻っていただき、右側の上の表の

収益的収入及び支出を御覧ください。 
表の右側の収入ですが、水道料金収入などに

より計（Ｂ）欄のとおり総額２４億１，８３８

万１千円を予定しています。支出は、営業費用

のうちポンプの動力費などにより計（Ａ）欄の

とおり総額２２億２，７０４万２千円を予定し

ており、差し引き収支差額は（Ｂ）－（Ａ）欄

のとおり１億９，１３３万９千円、税抜きの純

利益は欄外に記載のとおり１億６，８０９万５

千円を見込んでいます。 
最後に、下の表、資本的収入及び支出を御覧

ください。 
左側の支出が、施設の耐震化対策等の建設改

良費が大きいことから、収入の計から支出の計

を引いた収支差額は（Ｄ）－（Ｃ）欄のとおり

マイナスの６億１，１２４万円となりますが、

その下の積立金等の各財源で補填することとし

ています。 
大友副委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。 
 答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願い

ます。 
 事前の通告者が２名います。 
 それでは、順次指名します。 
堤委員 まず、２０５０年までのＣＯ２排出ゼ

ロを目指す実行計画が県でも策定されています

が、公共施設等適正管理推進事業の脱炭素事業

として、 企業局の基本的な考え方はどうなのか。 



- 23 - 

 次に、平成３０年度から１０年間の大分県企

業局経営戦略を策定し、５年が経過しようとし

ていますが、この折り返し地点での状況はどう

なのか。 
 また、一つ追加で聞きます。電気事業会計の

資本的収入及び支出の中でマイナスが出ていて、

地域振興積立金の５千万円を補填財源とすると

書いています。これは県政貢献のための積立て

だったと思いますが、これを補填するというこ

とは結局、県に出さないということなのか。ま

た、工業用水道事業では、そういう地域貢献や

企業誘致の積立てはなくなったのかお聞きしま

す。 
塩月総務課長 まず１点目です。 
 ２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロに対し

て企業局が果たすべき役割としては、発電所リ

ニューアル事業を推進することによる再生可能

エネルギーの供給拡大であると考えています。 
一方、お尋ねのＣＯ２排出削減についても県

が策定した第５期大分県地球温暖化対策実行計

画に沿って、企業局も知事部局と一体となって

取り組んでいます。 
 また、国の令和４年度予算に追加された公共

施設等適正管理推進事業費の脱炭素化事業につ

いて、企業局の本来の事業は該当しないので、

この事業を活用した脱炭素化は現在考えていま

せん。 
 それから、２点目の経営戦略についてです。 
電気事業では、ＦＩＴ制度を活用した発電所

リニューアルを進め、本年１月には大野川発電

所のリニューアルが完成し、順調に稼働を始め

たことから、安定的な収益確保が見込めること

となりました。 
 工業用水道事業では、災害に強い給水体制を

目指し、平成２８年度に完成した給水ネットワ

ークを活用した隧道点検や補修用の備蓄資材等

の確保を進めてきました。このように戦略に基

づいて各種事業は計画どおりに進み、経営面で

も順調に推移しています。 
 本年度、計画の中間年を迎えたことから、経

営戦略策定後に生じた社会情勢の変化を踏まえ、

現在、経営戦略の見直し作業を進めており、今

月下旬には公表予定です。 
 それから、電気事業会計の一般会計の繰出金

についてですが、資料１枚目の資本的収入及び

支出の表のうち、支出欄の３番繰出金５千万円

が一般会計の繰出金です。収入欄にその財源と

なる欄はないので、補填財源に地域振興積立金

として計上し、その積立金を取り崩して一般会

計に繰り出しています。 
 工業用水道事業については、委員御指摘のと

おり、現在はやっていません。 
守永委員 当初予算案の概要の工業用水道事業

会計についてお尋ねしますが、主たる建設計画

に埋設管路補修工事として２億７，５００万円

が計上されています。 
これは、さきほど１期と２期に分かれ、２期

目の工事に入るという説明でしたが、何メート

ルの延長補修を行うのか。また、工期はどのく

らいになるのか教えていただきたい。 
 あと、先般の日向灘地震で１か所被災しまし

たが、被災の有無について、今企業局が持って

いるモニター等で確認は可能だったのか。 
また、今後そういうことを想定したとき、津

波・地震対策として整備しなければならない施

設は何かあるのか教えていただきたい。 
本林工務課長 まず、埋設管路補修工事につい

てです。 
 令和４年度予算の計上分について、工事の延

長は３００メートル、工期は令和４年１月２７

日から１１月３０日を予定し、現在、契約も終

わっています。 
 それから、先般の日向灘地震の関係ですが、

日向灘地震の際の被災の有無について、総合制

御部にあるモニターで、接合井の水位変化等に

より当該路線に何らかの異常があることは把握

していました。ただ、モニターの確認では漏水

位置までは特定できません。 
 今後の整備が必要な施設ですが、先日の地震

を受け、今回被災したものと同様のほかの空気

弁等の緊急点検を行いました。状況に応じて、

これから順次、補修を計画する予定です。 
また、引き続き接合井など構築物の耐震化に

も取り組んでいきます。あわせて、管路の損傷
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調査を進め、補修の必要がある部分については

補修計画をつくることとしています。 
 以上のような、南海トラフ地震なども見据え

た被災の影響を最小限に抑えられるように、今

後も取組を進めます。 
守永委員 本当にありがとうございます。状況

等はよく分かりました。 
 また、なかなか漏水箇所等が具体的にどこの

ポイントで発生しているのかをモニター確認す

るのは非常に難しい気はしますが、すぐにそう

いった場所が発見できるような工夫を今後も検

討していただき、できればそういったものがす

ぐに見つかるよう取り組んでいただきたいので、

研究をお願いします。 
大友副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

しました。 
 ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。 

〔「なし」と言う者あり〕 
大友副委員長 ほかに質疑もないので、これを

もって企業局関係予算に対する質疑を終わりま

す。 
以上で、本日の審査日程は終わりました。 
次会は１０日午前１０時から本議場で開きま

す。 
 これをもって、本日の委員会を終わります。

お疲れ様でした。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


